
令和６年度全国メディカルコントロール協議会連絡会（第２回）

総務省消防庁 救急企画室

救急専門官 寺村一成

消防庁からの情報提供

令和６年11月22日（金）



・ 救急業務実施市町村数・・・1,719市町村のうち1,690市町村 （東京都特別区は1市として計上）

いわゆる 「役場救急」・・・・・29町村

・ 救急隊数 ・・・・・・・・・・・・・・ 5,359隊 平成25年 5,004隊 7.1％増

・ 救急隊員数・・・・・・・・・・・・・ 66,616人 平成25年 60,383人 10.3％増

・ 救急救命士資格者数・・・・・ 43,788人 平成25年 29,197人 50.0％増

・ 運用救急救命士数・・・・・・・ 30,371人 平成25年 22,870人 32.8％増

・ 救急自動車数・・・・・・・・・・・・ 6,591台 平成25年 6,073台 8.5％増

うち高規格救急車6,479台

・ 昭和38年：救急業務の法制化（消防法第２条第９項）

・ 昭和61年：疾病等による傷病者の搬送と救急隊員による応急処置を明記（消防法第２条第９項）

・ 平成 ３年：救急救命士法が制定

・ 平成21年：消防の任務及び消防法の目的に傷病者の搬送を適切に行うことを明記

（消防組織法第１条、消防法第１条）

○ 救急業務の位置づけ

○ 救急業務実施体制（令和5年4月1日現在）

○ 消防本部数・・・・・・・・・・・・・722本部（単独434本部、組合288本部）（令和５年４月１日現在）

救急業務の位置づけと実施体制
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　　　　　　　　　　　年
区分

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

市町村数 1,692 1,689 1,685 1,685 1,686 1,689 1,690 1,690 1,690 1,690 1,690 1,690 1,690 1,690

市町村実施率（％） 97.9 97.9 98.0 98.0 98.0 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3 98.3

人口カバー率（％） 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9
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救急業務の実施体制

○ ほぼ全ての地域で救急業務が実施されている

消防本部数の推移

Ｈ3.10  936消防本部
（過去最多）

※ 各年とも４月１日時点の消防本部数
※ 市町村合併により減少した消防本部数は（）に記載

管轄人口規模別本部数（全体７２２）

消防本部数及び人口規模別本部数

▲1
▲4

▲7

▲21

▲18
▲2

▲17

▲2
▲4

▲2 ▲１

10万未満

427（59％）

10万～20万

151（21％）

20万～30万

56（8％）

30万～50万

54（7％）

50万以上

34（5％）

管轄人口は、令和3年度消防現勢調査より算出
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▲１

▲１

（各年４月１日現在）

（備考）「救急年報報告」により作成
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救急隊・救急隊員・救急救命士の運用状況の推移

救急隊員数 救急救命士の資格を

有する消防職員数

運用救命士数 救急隊数 救命士運用隊数

○ 消防庁では、各救急隊に救急救命士が1人以上配置される体制を目標に救急救命士の養成を進

めており、令和５年４月１日現在、 5,359隊中5,339隊（99.6%）で救急救命士が配置・運用されている。

（人）（隊）

※運用救命士とは、救急救命士の資格を有する消防職員であって、うち救急隊員として救急救命士運用されている者をいう。

救急隊・救急隊員・救急救命士の運用状況
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現場到着所要時間 病院収容所要時間 26.7 27.1
現場到着所要時間（分） 病院収容所要時間（分）

（１）救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の推移 （２）現場到着所要時間及び病院収容所要時間の推移

救急出動件数等の状況
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○ 令和５年中の救急自動車による救急出動件数・救急搬送人員（速報値）は、対前年比で増加し、集計以来最多となった。

【救急出動件数】 約764万件（対前年比＋5.6％） 【救急搬送人員】 約664万人（対前年比＋6.8％）

○ また、令和４年中の救急自動車による現場到着所要時間は、全国平均で10.3分（対前年比0.9分増）となっており、病院収容所要時間は全国平
均で47.2分（対前年比4.4分増）となっている。今後も高齢化の進展や、環境及び生活様式等の変化を背景として、より一層の救急需要の増大及
び多様化が懸念される。

○ 消防庁としては、引き続き、各地域の消防機関が救急搬送を適切に行えるよう、必要な対応を進めてまいりたい。
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救急搬送困難事案数 救急出動件数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 ６月 7月 8月 ９月 10月 11月

R4年度 R5年度 R6年度

搬送困難事案数（件）

※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数
４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報
告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部

※３ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ この数値は速報値である。
※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（各週比較） R6.11.19
総務省消防庁

救急出動件数（件）
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都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週
前年
同期

対前週
対前年
同期 今回 前週

前年
同期

対前週
対前年
同期

北海道 札幌市消防局 102 78 114 +31% -11% 2,236 2,098 2,326 +7% -4%

青森県 青森地域広域事務組合消防本部 1 0 0 皆増 皆増 247 185 240 +34% +3%

岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 22 21 22 +5% 0% 439 405 388 +8% +13%

宮城県 仙台市消防局 66 72 90 -8% -27% 1,159 1,259 1,227 -8% -6%

秋田県 秋田市消防本部 0 0 2 － 皆減 264 240 289 +10% -9%

山形県 山形市消防本部 8 7 7 +14% +14% 250 267 221 -6% +13%

福島県 福島市消防本部 17 2 2 +750% +750% 327 261 303 +25% +8%

茨城県 水戸市消防局 11 27 26 -59% -58% 299 342 368 -13% -19%

栃木県 宇都宮市消防局 11 9 15 +22% -27% 482 511 552 -6% -13%

群馬県 前橋市消防局 10 1 3 +900% +233% 414 399 373 +4% +11%

埼玉県 さいたま市消防局 80 76 96 +5% -17% 1,518 1,539 1,563 -1% -3%

千葉県 千葉市消防局 146 140 143 +4% +2% 1,359 1,255 1,235 +8% +10%

東京都 東京消防庁 1,117 1,110 1,387 +1% -19% 17,358 16,975 16,832 +2% +3%

神奈川県

川崎市消防局 48 29 45 +66% +7% 1,591 1,628 1,626 -2% -2%

横浜市消防局 105 104 87 +1% +21% 4,652 4,560 4,579 +2% +2%

相模原市消防局 46 41 23 +12% +100% 886 949 834 -7% +6%

新潟県 新潟市消防局 3 7 8 -57% -63% 823 760 751 +8% +10%

富山県 富山市消防局 0 0 1 － 皆減 402 421 433 -5% -7%

石川県 金沢市消防局 3 10 12 -70% -75% 451 466 464 -3% -3%

福井県 福井市消防局 0 0 0 － － 229 214 196 +7% +17%

山梨県 甲府地区広域行政事務組合消防本部 20 9 13 +122% +54% 357 340 364 +5% -2%

長野県 長野市消防局 0 0 0 － － 433 448 491 -3% -12%

岐阜県 岐阜市消防本部 2 1 0 +100% 皆増 551 519 571 +6% -4%

静岡県
静岡市消防局 0 0 4 － 皆減 855 768 888 +11% -4%

浜松市消防局 12 15 17 -20% -29% 623 738 702 -16% -11%

愛知県 名古屋市消防局 32 37 43 -14% -26% 2,851 2,902 2,856 -2% 0%

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（R6.11/11(月)～R6.11/17(日)分）

都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週
前年
同期

対前週
対前年
同期 今回 前週

前年
同期

対前週
対前年
同期

三重県 四日市市消防本部 1 1 0 0% 皆増 317 304 309 +4% +3%

滋賀県 大津市消防局 1 0 0 皆増 皆増 362 388 410 -7% -12%

京都府 京都市消防局 10 12 51 -17% -80% 1,985 1,856 1,900 +7% +4%

大阪府
大阪市消防局 120 96 238 +25% -50% 4,739 4,698 4,741 +1% 0%

堺市消防局 13 16 27 -19% -52% 1,216 1,211 1,299 0% -6%

兵庫県 神戸市消防局 15 15 28 0% -46% 1,819 1,737 1,750 +5% +4%

奈良県 奈良市消防局 4 9 3 -56% +33% 519 515 384 +1% +35%

和歌山県 和歌山市消防局 4 6 3 -33% +33% 388 433 448 -10% -13%

鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局 0 0 0 － － 228 236 229 -3% 0%

島根県 松江市消防本部 0 0 0 － － 196 194 194 +1% +1%

岡山県 岡山市消防局 2 12 5 -83% -60% 746 752 747 -1% 0%

広島県 広島市消防局 72 69 28 +4% +157% 1,310 1,318 1,275 -1% +3%

山口県 下関市消防局 2 4 1 -50% +100% 316 260 332 +22% -5%

徳島県 徳島市消防局 15 21 20 -29% -25% 263 298 284 -12% -7%

香川県 高松市消防局 30 17 23 +76% +30% 504 479 490 +5% +3%

愛媛県 松山市消防局 1 3 1 -67% 0% 576 581 571 -1% +1%

高知県 高知市消防局 8 4 14 +100% -43% 378 360 400 +5% -6%

福岡県
福岡市消防局 23 31 32 -26% -28% 1,746 1,813 1,812 -4% -4%

北九州市消防局 12 12 20 0% -40% 1,208 1,202 1,239 0% -3%

佐賀県 佐賀広域消防局 4 0 2 皆増 +100% 339 310 397 +9% -15%

長崎県 長崎市消防局 14 10 8 +40% +75% 586 524 521 +12% +12%

熊本県 熊本市消防局 25 37 47 -32% -47% 762 789 847 -3% -10%

大分県 大分市消防局 10 10 4 0% +150% 468 445 451 +5% +4%

宮崎県 宮崎市消防局 12 14 20 -14% -40% 401 425 390 -6% +3%

鹿児島県 鹿児島市消防局 0 1 3 皆減 皆減 654 670 764 -2% -14%

沖縄県 那覇市消防局 0 1 0 皆減 － 393 425 428 -8% -8%

合 計 2,260 2,197 2,738 +3% -17% 63,475 62,672 63,284 +1% 0%※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」
かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報告のあったものと
している。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受け入れ体制確保等に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。

※４ 本表における今回及び前週の件数は、速報値である。
※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。

【参考】

前 回 合 計 2,197 1,981 2,647 +11% -17% 62,672 60,440 61,287 +4% +2%
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○ 救急自動車による出動件数及び搬送人員ともに急病・一般負傷は増加し、交通事故は減少傾向

事故種別の救急出動件数と５年ごとの構成比の推移 事故種別の搬送人員と５年ごとの構成比の推移

○ 年々、高齢者の搬送割合が増加する一方で、軽症（外来診療）者の割合は減少傾向

年齢区分別搬送人員と5年ごとの構成比の推移 傷病程度別搬送人員と５年ごとの構成比の推移

7（令和５年中の救急出動件数等（速報値）より）
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２ 増加する救急需要への対策に関する検討

・特に85歳以上の年齢区分で搬送人員が増加している

（令和５年版救急・救助の現況より）

年齢区分別の搬送人員と５年ごとの構成比の推移

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資料２
(一部改)
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令和６年度 救急業務のあり方に関する検討会の発足及び開催

10



医療機関が保有する救急用自動車等の保有台数と搬送件数

※本調査においては、
『 救急用自動車型 』：患者監視装置等の医療機械を搭載し、傷病者搬送用ベッドを有する車両。
『 乗用車型 』：患者監視装置等の医療機械を搭載し、傷病者搬送用ベッドを有しない車両。

※ドクターカーとは、患者監視装置等の医療機械を搭載し、医師等が同乗し、搬送途上へ出動する救急車である。
「救急医療対策の整備事業について」(昭和52年7月6日医発第692号厚生省医務局長通知)

救命救急センター：285施設中 （回答の無かった都道府県の救命救急センターは除く）

救急用自動車型保有台数

207施設

304台 （4台：4施設 3台：14施設 2台：57施設 1台：132施設）

乗用車型保有台数

76施設

81台 （3台：1施設 2台：3施設 1台：72施設）

転院搬送件数

17,712件

２次・3次医療機関（救命救急センター除く）：3333施設中

救急用自動車型保有台数

1063施設

1,207台 （4台：3施設 3台：18施設 2台：89施設 1台：953施設）

乗用車型保有台数

123施設

124台 （４台：３施設 3台：1施設 2台：11施設 1台：87施設）

転院搬送件数

54,543件

救命救急センター ２次・３次医療機関

救急医療提供体制の現況調べにおいて、各救急医療機関が保有する救急用自動車の運用状況について調査を行っている。

救急医療提供体制の現況調べ（令和３年度実績）より

11

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
料
２

厚生労働省資料
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救急車以外の搬送手段としての患者等搬送事業者の効果的な活用場面等についての整理を行うにあたって
参考とするため、全国720の消防本部に対し、患者等搬送事業者の認定状況調査を行った。（Ｎ＝720本部）

• 全体の５８．８％にあたる４２３消防本部において患者等搬送事業者の認定を行っている。
• 人口規模別に見ると、人口規模が大きいほど 「認定している」と回答した消防本部の割合が高く、人口規模が小さいほ
ど「認定していない」と回答した消防本部の割合が高かった。

回答

消防本部数
割合

回答

消防本部数
割合

大都市 21 21 100.0% 0 0.0%

30万人以上 66 66 100.0% 0 0.0%

10万人以上 30万人未満 202 165 81.7% 37 18.3%

  5万人以上 10万人未満 181 98 54.1% 83 45.9%

5万人未満 250 73 29.2% 177 70.8%

全国 720 423 58.8% 297 41.3%

※大都市とは、政令指定都市及び東京都特別区（事務委託団体に係わるものを含む。）をいう。

人口規模別
回答

消防本部数

認定している 認定していない

２ 増加する救急需要への対策に関する検討

① 転院搬送等での病院救急車や民間救急車の活用

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
料
２
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• 患者等搬送事業者による転院搬送の割合は、全国平均３５．７％であるが、都道府県別にみると東京都６５．３％、神奈
川県５４．６％、埼玉県４５．３％などと、都市部において割合が高い傾向が見られる。

ランク 都道府県
患者等搬送事業者

転院搬送人員

（A）

消防機関

転院搬送人員

（B）

消防機関の

転院搬送割合

（B/消防全搬送

人員）

転院搬送全数

（A+B）

患者等搬送事業者

割合

（A/A+B）

1 東京都 81,867 43,418 6.1% 125,285 65.3%

2 神奈川県 36,251 30,141 6.4% 66,392 54.6%

3 埼玉県 21,691 26,179 7.7% 47,870 45.3%

4 栃木県 6,102 8,706 11.1% 14,808 41.2%

5 茨城県 6,867 10,014 7.6% 16,881 40.7%

6 兵庫県 15,410 22,925 8.4% 38,335 40.2%

7 奈良県 4,447 7,009 9.2% 11,456 38.8%

8 熊本県 5,820 9,288 10.5% 15,108 38.5%

9 愛媛県 5,625 9,243 13.3% 14,868 37.8%

10 石川県 2,226 3,842 8.3% 6,068 36.7%

11 徳島県 2,432 4,312 12.6% 6,744 36.1%

12 広島県 8,135 15,073 11.9% 23,208 35.1%

13 宮城県 6,433 11,963 11.3% 18,396 35.0%

14 宮崎県 3,160 6,228 14.0% 9,388 33.7%

15 愛知県 12,717 25,222 7.1% 37,939 33.5%

16 大阪府 15,472 31,591 5.8% 47,063 32.9%

17 秋田県 1,239 2,825 6.7% 4,064 30.5%

18 富山県 1,984 4,548 9.7% 6,532 30.4%

19 三重県 3,432 8,284 8.5% 11,716 29.3%

20 岡山県 4,232 10,352 11.4% 14,584 29.0%

21 和歌山県 1,541 4,119 8.0% 5,660 27.2%

22 長崎県 3,276 9,250 14.4% 12,526 26.2%

23 千葉県 9,258 26,509 8.4% 35,767 25.9%

24 滋賀県 1,309 3,962 6.0% 5,271 24.8%

ランク 都道府県
患者等搬送事業者

転院搬送人員

（A）

消防機関

転院搬送人員

（B）

消防機関の

転院搬送割合

（B/消防全搬送

人員）

転院搬送全数

（A+B）

患者等搬送事業者

割合

（A/A+B）

25 山形県 1,372 4,471 10.1% 5,843 23.5%

26 岐阜県 2,244 7,368 7.9% 9,612 23.3%

27 群馬県 2,358 9,041 10.2% 11,399 20.7%

28 鹿児島県 3,375 13,177 15.7% 16,552 20.4%

29 北海道 7,221 28,528 11.2% 35,749 20.2%

30 青森県 1,350 5,429 10.6% 6,779 19.9%

31 福島県 1,743 7,466 9.2% 9,209 18.9%

32 長野県 1,936 9,550 9.7% 11,486 16.9%

33 島根県 609 3,214 10.0% 3,823 15.9%

34 福岡県 4,210 22,828 9.0% 27,038 15.6%

35 静岡県 3,500 19,049 11.6% 22,549 15.5%

36 新潟県 1,986 10,918 10.9% 12,904 15.4%

37 福井県 465 2,888 9.6% 3,353 13.9%

38 京都府 1,212 7,737 5.6% 8,949 13.5%

39 沖縄県 710 5,505 7.0% 6,215 11.4%

40 高知県 591 4,637 11.3% 5,228 11.3%

41 岩手県 749 5,930 11.7% 6,679 11.2%

42 山口県 862 8,795 13.6% 9,657 8.9%

43 鳥取県 251 2,767 10.0% 3,018 8.3%

44 香川県 435 5,891 13.0% 6,326 6.9%

45 山梨県 194 3,042 7.5% 3,236 6.0%

46 佐賀県 284 6,109 15.8% 6,393 4.4%

47 大分県 233 8,016 15.1% 8,249 2.8%

298,816 537,359 8.6% 836,175 35.7%合計

※「救急・救助の現況」及び「患者等搬送事業者認定状況調査」を元に作成（数字は令和４年（度））

２ 増加する救急需要への対策に関する検討

① 転院搬送等での病院救急車や民間救急車の活用

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
料
２
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２ 増加する救急需要への対策に関する検討

③ 医療との連携

今後の検討の方向性（案）

○ 消防機関は、在宅医療に関連し、各地域の在宅医療に関する協議の場に積極的に参加し、例えば、救急ひっ迫状況
や、地域の救急状況等について、在宅医療に関係する機関（病院・診療所・訪問看護事業所等）と積極的に情報共有を
行うと共に、効率的な搬送先選定の観点等から、そうした協議の場等を通じて、「在宅医療において積極的役割を担う医
療機関」等と、連携体制の構築を進めることが重要ではないか。

（Ⅰ）【在宅医療の状況】

• 在宅医療に係る協議の場が二次医療圏に設置されている場合において、消防機関の委員が協議の場に参加している
割合は9.4％であった。（令和３年11月厚生労働省調べ。在宅医療に係る協議の場を設置している255二次医療圏を対象）

• 第８次医療計画では、見直しのポイントとして、急変時等における体制整備について、在宅医療における急変時対応に
関係する機関として消防機関や後方支援を行う医療機関を明確化するとともに、地域の在宅医療の協議の場への参加を
促すとされた。

• 具体的には、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」（令和５年３月）において、国（厚生労働省）は
都道府県に対し、「患者の病状急変時にその症状や状況に応じて、円滑に入院医療へ繋げるため、事前から入院先とし
て想定される病院・有床診療所と情報共有を行う、急変時対応における連携ルールを作成する等、地域の在宅医療に関
する協議の場も活用し、消防関係者も含め連携体制の構築を進めることが望ましい」と示している。

• また、日常療養支援や急変時の対応等の機能の整備に向け、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」が医療
計画に位置づけられており、「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」に求められる事項として、「入院機能を有す
る医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを行うこと」が上記指針にて定められている。

検討事項

➢医療機関や高齢者施設等との連携強化や体調悪化時の対応の取り決めについて、 各施策分野の検討内容を踏まえ、
119番通報前において円滑に対応する観点から整理する。
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令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
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概 要

在宅医療の提供体制

在宅医療における各職種の関わり

◆ 国は、都道府県に対し、訪問診療及び訪問看護の必要量の推計等を提供す
る。都道府県は、国から提供を受けたデータを踏まえ、在宅介護の提供体
制も勘案しながら在宅医療の体制整備を進める。

◆ 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な
連携を担う拠点」について、それぞれが担うべき機能や役割を整理する。

◆ 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」と「在宅医療・介護連携推進事業」
との連携を進める。

• 今後見込まれる在宅医療の需要の増加に向け、地域の実情に応じた在宅医療の体制整備を進める。「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在
宅医療に必要な連携を担う拠点」を医療計画に位置付け、適切な在宅医療の圏域を設定する。

• 在宅療養患者の急変時に適切に対応するための情報共有や連携を進める。また、看取りに際し本人・家族の希望に沿った医療・ケアの提供を進める。平時か
ら在宅医療に係る関係機関の連携体制の構築を進め、災害時における業務継続計画(BCP)の策定を推進する。

• 医師・歯科医師の定期的な診察と適切な評価に基づく指示による、在宅療養患者への医療・ケアの提供を進める。在宅医療における各職種の機能・役割につ
いて明確にする。

急変時・看取り、災害時等における整備体制

◆ 訪問看護について、退院に向けた医療機関との共同指導、ターミナルケア等の機能や役割
に着目した整備や、事業所間の連携、業務効率化等について取組を進める。

◆ 歯科診療所と後方支援機能を有する歯科医療機関との連携や医科歯科連携の体制構築を進
めるとともに、歯科衛生士の機能・役割や訪問歯科診療への関わりについて明確化する。

◆ 多様な病態の患者への対応やターミナルケアへの参画等の観点から、在宅医療に関わる薬
剤師の資質向上を図り、麻薬や無菌製剤の調剤、小児在宅、24時間対応が可能な薬局の整
備を進め、在宅医療に必要な医薬品等の提供体制を構築する。

◆ 在宅療養患者が居宅において生活機能の回復・維持を図る観点からリハビリテーション提
供体制の整備は重要であり、その機能・役割について明確化する。

◆ 在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実させるために、管理栄養士が配置されている
在宅療養支援病院や栄養ケア・ステーション等の活用も含めた訪問栄養食事指導の体制整
備が重要であり、その機能・役割について明確化する。

◆ 在宅医療における急変時対応に関係する機関として消
防機関や後方支援を行う医療機関を明確化するととも
に、地域の在宅医療の協議の場への参加を促す。

◆ 災害時においては、各関係機関での連携が重要になる
ことから、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」等に
おいて平時から連携を進めるとともに、国が策定した
手引きや事業等も活用しながら、業務継続計画(BCP)
の策定を推進する。

在宅医療の体制（第８次医療計画の見直しのポイント）
厚生労働省資料
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２ 増加する救急需要への対策に関する検討

③ 医療との連携

今後の検討の方向性（案）

○ このような取組により、高齢者施設等からの救急要請の割合の減少や、搬送先選定の効率化に資することも期待され
ることから、高齢者施設等における取組が救急搬送に与える影響については、今後、厚生労働省の協力を得ながら注視
していくことでどうか。

（Ⅱ） 【高齢者施設等の状況】

• 令和６年度介護報酬改定において、介護保険施設（※１）については、入所者の病状急変時等に相談や診療を常時行う
体制や、入院を要する場合に原則受け入れる体制を確保している協力医療機関を定めることが義務化された（経過措置
３年）。

• また、介護保険施設以外の高齢者施設等（※２）については、利用者の病状急変時等に相談や診療を常時行う体制を確
保している協力医療機関を定めることが努力義務化された。

（※１）介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院
（※２）特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
料
２



【基準】
ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機関を定めることによ
り要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。＜経過措置３年間＞
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院
を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させることがで
きるように努めることとする。

医療と介護の連携の推進－高齢者施設等と医療機関の連携強化－

■ 介護保険施設について、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下でより適切
な対応を行う体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性
のある連携体制を構築するために、以下の見直しを行う。

協力医療機関との連携体制の構築 省令改正

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

【基準】
ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定めるように努めることとする。
① 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入居させることがで
きるように努めることとする。

■ 高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下で適切な対応が行われるよ
う、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築するために、
以下の見直しを行う。

協力医療機関との連携体制の構築 省令改正

特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★
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不急の救急出動の抑制適切な医療機関の案内

迅速な救急車の出動

住民が急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうがいいのか、今すぐ病院に行ったほうがいいのかなど迷った際の
相談窓口として、専門家から電話でアドバイスを受けることのできる救急安心センター事業（♯7119）の導入を強力に推進

全国36地域で実施 エリア人口：全国 9,855万人
人口カバー率：78.1% （令和５年度末：58.9％、令和４年度末：47.5％）

※令和６年11月現在

救急安心センター事業（♯７１１９）について

○病院に行った方がいいの？

○救急車を呼んだ方がいいの？

○応急手当はどうしたらいいの？

住民
専用回線
（♯７１１９）

♯７１１９（救急安心センター事業）

○医師・看護師・相談員が相談に対応

・病気やけがの症状を把握

・緊急性、応急手当の方法、受診手段、

適切な医療機関などについて助言

○相談内容に緊急性があった場合、

直ちに救急車を出動させる体制を構築

○原則、２４時間３６５日体制

緊急性の高い症状

緊急性の低い症状

青森県、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、東京都※１、神奈川県、
新潟県、富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、京都府、大阪府、奈良県、鳥取県、
広島県※２、山口県※３、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、長崎県、熊本県、沖縄県※４

○都道府県内全域：31地域

札幌市周辺※５、名古屋市、神戸市周辺※６、田辺市周辺※７、大分市

○都道府県内一部：５地域

○開始時期

都道府県又は市町村の財政負担に対して「特別交付税」措置（措置率0.5）を講じている。

○財政措置

潜在的な重症者を発見

※１ 島しょ部を除く
※２ 【広島県】庄原市・大崎上島を除く

以下を広島県がカバー
【岡山県】井原市・笠岡市 【山口県】岩国市・和木町

※５ 札幌市・石狩市・当別町・新篠津村・
島牧村・南幌町・栗山町・北広島市

※６ 神戸市・姫路市・芦屋市
※７ 田辺市・上富田町

実施エリア

♯7119とは？

実施（県単位）
実施（一部市町村）
未実施

※３ 萩市・阿武町を除く
※４ 伊江村・与那国町・北大東村・南大東村

を除く

※令和６年11月現在
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２ 増加する救急需要への対策に関する検討

② 救急安心センター事業（♯7119）の活用

（参考） 各実施団体における♯7119による事業効果例

◆軽症者割合の減少効果【山梨県】 ◆不急の救急出動（不搬送割合）の推移【大阪市】

◆救急医療機関における負担減少効果【京都府】 ◆消防機関（指令センター）における負担減少効果【岐阜市】

医療機関案内
に係る相談件数

※年齢区分や時間の不明分が一部含まれているため、内訳と合計は一致しない。

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会

資
料
２



マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕

事業概要

22

１ ．マイナ救急の流れ

➢ マイナ救急とは、救急隊員が傷病者のマイナ保険証を活用し、病院選定等に資する情報を把握することにより、救急業務の円滑化を図る取組み。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

調査研究
システム要件設定 全国展開の推進

実証事業
67本部660隊

実証実験
6本部30隊

閲覧可能な機関として消防本部を新たに追加
救急隊専用の現場で使いやすい閲覧画面

・高齢者夫婦のみで、情報収集が困難だったが、マイナ保険証から情報が取得できた。
・外出先の事故でお薬手帳を所持していなかったが、薬剤情報が分かった。
・頭痛の症状が強く会話が困難であったため、マイナ保険証から情報を取得できた。
・意識障害で、家族も傷病者の情報を把握しておらず、マイナ救急が活動に役立った。

○「経済財政運営と改革の基本方針2024」

３．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への
対応
（１）ＤＸ
（デジタル・ガバメント）

カード活用による救急業務の迅速化・円滑化について全国
展開を推進する

○「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
ｂマイナンバーカードを活用した救急業務の迅速化・円滑化

救急隊がマイナンバーカードを活用して、オンライン資格確認
等システムから傷病者情報を正確かつ早期に把握することに
よる救急業務の迅速化・円滑化について、2024 年度に先行実
施する67 消防本部660 隊が参画する全国規模の実証事業の
結果を踏まえ、2025 年度に全国展開を推進する。

３ ．スケジュール

２．救急隊からの声 （ 令和６年度実証事業 ） ４ ．政府方針 （ 令和６年６月 2 1日閣議決定 ）

システム改修
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マイナ保険証※

オンライン資格確認
等システム

119番通報時

指令員が通報者に対して
マイナ保険証の準備を依頼

救急隊到着時

病院

カードリーダー タブレット端末

自分の病歴や飲んでいる薬を

救急隊に正確に伝えることができる
円滑な搬送先病院の選定や
適切な応急処置が実施できる

搬送先病院で
治療の事前準備ができる

【閲覧する情報】
・氏名、生年月日、住所
・受診した医療機関名 ・既往歴
・薬剤情報 ・特定健診等情報 等（※マイナ保険証：健康保険証利用登録をしたマイナンバーカード）



令和６年度実証事業

実施要領

傷病者の健康保険証利用登録済マイナンバーカードを活用して、オンライン資格確認等システムから搬送先医療機関の
選定に資する情報を入手することにより、救急業務の円滑化を図ることを目的に実証事業を実施し、その効果等を検証する。

（１）実証事業を実施する救急隊
６７消防本部 ６６０隊

（２）実施救急隊による活動期間
１消防本部あたり、２か月程度
※実証事業データの収集状況等により、実施期間を短縮又は延長する場合がある。

（３）機器の調達及び配備
実施救急隊が使用する閲覧用端末、カードリーダー及びその他の実証事業に必要な機器等については、総務省消防庁

が調達し、実施本部と調整した上で配備する。

（４）対象事案
マイナ保険証の活用の有無による効果を検証するため、活動期間中に実施救急隊が出場する全救急事案とする。

効果の分析・検証

➢マイナ救急の定量的・定性的な効果を、多角的な視点から洗い出す。

➢マイナ救急の効果的な活用事例を洗い出して整理する。

➢マイナ救急の効果を最大限引き出せる運用要領をとりまとめる。

実施隊等

目的

マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕

23



令和６年度実証事業

実証事業スケジュール・参加団体

No. 項目
令和６年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

1 実証事業

①５/23～

②６/11～

③７/２～

④７/12～

⑤７/26～

⑥８/９～

⑦８/23～

⑧９/６～

番号 月日 実施消防本部（消防局） 計６７本部６６０隊

① ５月２３日 平塚市、姫路市、都城市（３本部３３隊）

② ６月１１日 仙台市、前橋市、東京消防庁、鈴鹿市、彦根市（５本部３５隊）

③ ７月 ２日 奈良県広域消防組合（１本部５５隊）

④ ７月１２日 山形市、岐阜市、八幡浜地区施設事務組合（３本部２０隊）

⑤ ７月２６日 さいたま市、四日市市、熊本市（３本部２０隊）

⑥ ８月 ９日 大洗町、かすみがうら市、小山市、高崎市等広域、松本市、厚木市、茅ヶ崎市、飯田広域、木曽広域、豊橋市、大府市、尾張旭市、津市、岡山市、土佐清水市、防府市（１６本部１１１隊）

⑦ ８月２３日 札幌市、三沢市、能代山本広域市町村圏組合、筑西広域市町村圏事務組合、成田市、横須賀市、逗子市、葉山町、長野市、静岡市、浜松市、磐田市、衣浦東部広域連合、浜田市、海部消防組合、宮崎市（１６本部１５１隊）

⑧ ９月 ６日
最上広域市町村圏事務組合、福島市、会津若松地方広域市町村圏整備組合、笠間市、常総地方広域市町村圏事務組合、埼玉東部、川崎市、秦野市、伊勢原市、加賀市、能美市、名古屋市、京都市、大阪市、奈良市、
総社市、東備消防組合、長崎市、別府市、那覇市（２０本部２３５隊）

報
告
書

マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕
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国民への広報・周知

令和６年度実証事業

25

救急隊が傷病者の医療情報を取得するためには、原則として傷病者本人の同意を必要とすることから、可能な限り、事前に地
域住民へ積極的に広報し、実証事業に対する理解を求める。その際には、地域特性を踏まえたうえで、救急需要の高い高齢者に
対する重点的な広報を行う。

市民への積極的な広報の実施

広報ひらつか
2024年6月

広報はだの
2024年9月

実施本部は１１９番通報を受電した際に、予め傷病者のマイナ保険証の準備の依頼や、出動途中の救急隊から通報者等にマイナ
保険証の準備を依頼するプレアライバルコールにより、実施救急隊が現場到着後にマイナ救急を円滑に実施できるようにする取組
を行う。

事前のマイナ保険証の準備

マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕



➢実証事業における情報閲覧件数は、１万件を超えている。

令和６年度実証事業

26

● 高齢者夫婦のみで、情報収集が困難だったが、マイナ保険証で情報が取得できた。
● 外出先での事故で、お薬手帳を所持していなかったため、薬剤情報が分かったことは

有益だった。
● 傷病者が認知症を患っており、病歴や服薬情報収集に役に立った。
● 意識障害があり、家族も傷病者の情報を把握しておらず、マイナ救急が活動に役立った。
● 傷病者は、頭痛の症状が強く会話が困難であったため、マイナンバーカードから情報閲覧

することで円滑な活動を行うことができた。
● かかりつけ医の確認と手術歴が早期に判明でき、早期搬送に役立てることができた。
● 家族から服用薬を聴取するも詳細不明であったため、マイナンバーカードから薬剤情報を

閲覧し、抗凝固薬の処方がわかり有益であった。
● 口頭での聴取に配慮が必要な傷病者だったため、マイナ救急を使用することで、情報聴取

を行うことができた。
● 外国人の傷病者で、日本語が通じにくい中、医療情報を閲覧できたのは大変良かった。
● 酩酊状態の傷病者で、マイナンバーカードでスムーズに情報を得ることができた。
● 少し前に救急要請された方で、その時の情報もマイナ救急で取得でき、有効活用できた。
● 精神疾患等の傷病者本人が話したくない情報を発言なく知ることができ、プライバシーの

配慮に役立てることができた。
▲ ＶＰＮの接続、カードの読み取りに時間を要したことで、現場滞在時間の延長になった。
▲ 情報閲覧するまでの作業が多く手間と感じた。
▲ しっかりと会話できる傷病者やお薬手帳を持参している場合は、通常の活動で十分だった。

マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕

救急隊の意見（概要）



➢ 救急隊専用のシステムを開発中、ユーザビリティとセキュリティ対策を考慮した設計

画面遷移全体図

27

システム開発の進捗状況

① システム利用開始

② ログイン（※）
③ メニュー画面 ④ 同意取得・本人確認 ⑤ マイナ保険証読み取り ⑥ 傷病者情報確認画面 ⑦ 情報閲覧

目視
確認

暗証番号

※ 二要素認証

【画面遷移イメージ】

オンライン資格確認等システム利用時に
は、二要素で認証していることをシステム
側に知らせるため、ログイン時に二要素
情報を入力する必要がある。
なお、記憶情報（ID・PW）と物理情報又は
生体情報の二要素とすることを検討中

又は

ログイン画面イメージ

①パスワード＋生体認証 ②パスワード＋物理認証

⑤ マイナ保険証読み取り ⑥ 暗証番号入力 ⑦ 入力完了画面

マイナ救急〔マイナンバーカードを活用した救急業務の円滑化〕



３ 救急業務に関するフォローアップ

(1) 救急業務のDXの推進等に係る調査・検討

①救急業務のDX推進に係る技術カタログの公募について

消防庁では、救急業務のDX推進に向けた検討を行っており、今年度においては、検討の一環として救急業務のDX推
進に係る消防本部担当者向け技術カタログを作成する予定。技術カタログに掲載するシステムの公募を行い、消防本
部担当者向けに周知を行うことで、消防本部における救急業務のDX推進を図ることを目的としています。

１. 背景・目的

⑴ 公募期間
令和６年11月６日（水）～12月６日（金）

⑵ 対象者
救急業務に関するICT技術を提供している事業者

⑶ 公募を行う内容 （①～④、⑦は必須、その他は任意）
① システム名 ② システムの概要（システムの説明） ③ 訴求ポイント ④ 導入効果（定性、定量）
⑤ 導入実績 ⑥ 費用の目安 ⑦ 問い合わせ先 ⑧ その他の事項については自由記載

⑷ 対象とするシステム
救急業務に関わるシステム（次ページの①～⑬のいずれか又は複数の機能を有するもの）

⑸ 応募技術の必須条件
次ページの①～⑬のいずれか又は複数の機能を有し、救急業務の効率化・円滑化に資する技術であること。

2. 公募の期間、対象

28

令和6年11月13日

令和６年度第２回救急業務
のあり方に関する検討会
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３ 救急業務に関するフォローアップ

(1) 救急業務のDXの推進等に係る調査・検討

②救急活動フェーズごとで期待されるDX技術の機能

DX化
新機能

①救急需要予測

②救急隊（車）最適配置

（ＡＩ、ビッグデータ）

③映像通報

④医療機関とのデータ・画像共有（12誘導心電図等、バイタル伝送等）
⑩活動記録票への

自動反映

⑪活動記録票や予後

入力等による事後検

証支援

⑫救急車の資材在庫

管理

⑬救急隊員の労務負

担の把握

⑤観察内容等の自動記録

⑥バイタルサインや画像の分析による

傷病判定補助

⑦医療機関の空き情報把握・収容依頼

⑧収集した情報を引継

書へ自動反映

⑨電子サイン

119入電～出動～現場到着 傷病者接触～車内収容～搬送先選定 現場出発 ～ 病院収容 帰署 ～ 事務処理

（医師引継）フ
ェ
ー
ズ

Ⅰ. Ⅱ. Ⅲ. Ⅳ.
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